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１. 2003年 3月期の業績（2002年 4月 1日 ～ 2003年 3月 31日） （百万円未満切捨て）　　
(1)経営成績

百万円 ％ 百万円 ％ 百万円 ％

2003年 3月期 135,743 1.3 4,104 △30.9 3,726 △39.2
2002年 3月期 134,009 4.9 5,936 9.8 6,131 8.5

  
１ 株 当 た り
当期純利益

潜在株式調整後
１株当たり

当期純利益

株 主 資 本
当期純利益率

総 資 本
経常利益率

売 上 高
経常利益率

百万円 ％ 円　　銭 円　　銭 ％ ％ ％

2003年 3月期 240 △77.9 3.11 3.21 0.6 4.0 2.7
2002年 3月期 1,088 209.3 14.09 12.60 2.5 6.7 4.6

(注)①期中平均株式数 2003年 3月期    77,245,129 株          2002年 3月期    77,247,331 株 
     ②会計処理の方法の変更　　　無

     ③売上高、営業利益、経常利益、当期純利益におけるパーセント表示は、対前期増減率

(2)配当状況
配当金総額 配当性向 株主資本

中間 期末 (年間) 配当率
円　銭 円　銭 円　銭 百万円 ％ ％

2003年 3月期 10.00 － 10.00 772 321.1 1.8
2002年 3月期 10.00 － 10.00 772 71.0 1.8

(注)2003年 3月期期末配当金の内訳　　　記念配当　0 円 00 銭 、　特別配当　0 円 00 銭 

(3)財政状態

百万円 百万円 ％ 円　　銭

2003年 3月期 90,915 42,918 47.2 555.64
2002年 3月期 94,038 43,462 46.2 562.64

(注)①期末発行済株式数　 2003年  3月期     　77,241,070 株　     2002年  3月期     　77,247,828 株
 　  ②期末自己株式数　　  2003年  3月期          　 9,209 株　     2002年  3月期              2,451 株

２. 2004年 3月期の業績予想（2003年 4月 1日  ～  2004年 3月 31日）
売上高 営業利益 経常利益 当期純利益

中間 期末
百万円 百万円 百万円 百万円 円　銭 円　銭 円　銭

中間期 75,800 4,400 4,100 2,500 － － －
通　　期 138,000 6,000 5,400 3,200 － 10.00 10.00

（参考）１株当たり予想当期純利益（通期）    40 円  78 銭 

※　業績予想につきましては、発表日現在において入手可能な情報に基づき作成したものであり、実際の業績は
　今後様々な要因によって予想数値と異なる場合があります。
　　上記業績予想に関連する事項につきましては、連結添付資料の 11～12ページをご参照ください。

１株当たり年間配当金

１株当たり株主資本

売　　上　　高 営　業　利　益 経　常　利　益

総　　資　　産 株  主  資　本 株主資本比率

１株当たり年間配当金

当 期 純 利 益
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12. 主 要 な 個 別 経 営 指 標 等 の 推 移 
 

決算年月 1999 年 3 月 2000 年 3 月 2001 年 3 月 2002 年 3 月 2003 年 3 月 
2004 年 3 月 

予想 

会計期間 
自 1998 年4 月 1 日 

至 1999 年3 月31 日 

自 1999 年4 月 1 日 

至 2000 年3 月31 日 

自 2000 年4 月 1 日 

至 2001 年3 月31 日 

自 2001 年4 月 1 日 

至 2002 年3 月31 日 

自 2002 年4 月 1 日 

至 2003 年3 月31 日 

自 2003 年4 月 1 日 

至 2004 年3 月31 日 

売 上 高 (百万円) 108,836 118,963 127,780 134,009 135,743 138,000 

売 上 高 伸 び 率 (％) 3.8 9.3 7.4 4.9 1.3 1.6 

営 業 利 益 (百万円) 5,258 5,114 5,409 5,936 4,104 6,000 

売 上 高 営 業 利 益 率 (％) 4.8 4.3 4.2 4.4 3.0 4.3 

経 常 利 益 (百万円) 4,868 4,577 5,652 6,131 3,726 5,400 

売 上 高 経 常 利 益 率 (％) 4.5 3.8 4.4 4.6 2.7 3.9 

税 引 前 当 期 純 利 益 (百万円) 3,819 3,482 867 2,145 847 5,300 

売 上 高 税 引 前 当 期 純 利 益 率 (％) 3.5 2.9 0.7 1.6 0.6 3.8 

当 期 純 利 益 (百万円) 1,396 1,812 351 1,088 240 3,200 

売 上 高 当 期 純 利 益 率 (％) 1.3 1.5 0.3 0.8 0.2 2.3 

1 株 当 た り当 期 純 利 益 (円) 17.98 23.46 4.55 14.09   3.11 40.78 

潜 在 株 式 調 整 後 1 株 当 た り当 期 純 利 益 (円) 16.62 20.62 4.44 12.60 3.21  

株 主 資 本 当 期 純 利 益 率 (％) 3.3 4.3 0.8 2.5 0.6  

総 資 本 経 常 利 益 率 (％) 5.8 5.8 6.7 6.7 4.0  

1 株当たり年間配当金（期末） (円) 12.0 10.0 10.0 10.0 10.0 10.0 

配 当 総 額 （ 年 間 ） (百万円) 926 772 772 772 772 772 

配 当 性 向 (％) 66.4 42.6 219.6 71.0 321.1 24.1 

株 主 資 本 配 当 率 (％) 2.2 1.8 1.8 1.8 1.8  

総 資 産 (百万円) 77,896 79,837 89,288 94,038 90,915  

株 主 資 本 (百万円) 42,000 42,945 42,421 43,462 42,918  

株 主 資 本 比 率 (％) 53.9 53.8 47.5 46.2 47.2  

1 株 当 た り株 主 資 本 (円) 543.70 555.93 549.15 562.64 555.64  

期 末 株 価 (円) 875 984 932 1,054 860  

株 価 収 益 率 (倍) 48.7 41.9 204.6 74.8 276.1  

1,282 1,289 1,283 1,307 1,327 1,330 従 業 員 数 
〔外 、平 均 臨 時 雇 用 者 数 〕 

(名) 
〔276〕 〔272〕 〔279〕 〔297〕 〔285〕  

3,187 3,660 3,513 4,108 5,671 4,950 固 定 投 資 額 
〔 う ち 有 形 固 定 資 産 〕 

(百万円) 
〔3,187〕 〔3,583〕 〔3,463〕 〔3,688〕 〔4,854〕 〔4,790〕

3,465 3,522 3,357 3,266 3,412 3,890 減 価 償 却 費 
〔 う ち 有 形 固 定 資 産 〕 

(百万円) 
〔3,464〕 〔3,303〕 〔3,181〕 〔3,066〕 〔3,185〕 〔3,550〕

研 究 開 発 費 (百万円) 1,942 1,997 1,965 1,957 2,085 2,200 

広 告 宣 伝 費 (百万円) 5,343 6,719 6,098 5,725 5,377 4,830 

コ ミ ュ ニ ケ ー シ ョン費 用 (百万円)    6,658 6,390 5,950 

期 中 米 ドル 決 済 レ ー ト (円) 131.8 116.8 103.4 99.7 104.4  
(注) 1． 売上高に消費税等は含まれておりません。 

2. 1999 年 3 月期の｢1 株当たり年間配当金(期末)｣には、創業 100 周年記念配当(1 株当たり2 円)を含んでおります。 
3. 2000 年 3 月期以降は、すべて普通配当です。 
4. コミュニケーション費用は、広告宣伝費を含む消費者販促･IR 活動等の費用及び当該関連人件費を表記しております。 
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13．個 別 財 務 諸 表 等 
（１）貸借対照表 

（単位：百万円） 

当  期  末 前  期  末 

（2003.3.31現在） （2002.3.31現在） 増 減 
期   別  

 
科   目 

金 額 構成比 金 額 構成比 金 額 

（ 資 産 の 部 ）  ％  ％  
Ⅰ  流   動   資   産 49,192 54.1 55,143 58.6 △  5,950 

現 金 及 び 預 金 738  959  △   221 
受 取 手 形 696  665  30 
売 掛 金 12,537  13,185  △   647 
有 価 証 券 11,837  17,195  △  5,357 
製 品 及 び 商 品 5,113  4,358  754 
原 材 料 5,085  5,776  △   690 
仕 掛 品 126  254  △   128 
貯 蔵 品 185  204  △    18 
前 渡 金 674  628  46 
前 払 費 用 595  211  383 
繰 延 税 金 資 産 688  484  204 
短 期 貸 付 金 2,130  1,745  385 
未 収 入 金 2,941  2,252  689 
デ リ バ テ ィ ブ 債 権 5,873  7,257  △  1,383 
そ の 他 3  8  △    5 
貸 倒 引 当 金 △  35  △  43  7 

Ⅱ  固   定   資   産 41,722 45.9 38,895 41.4 2,827 
1. 有 形 固 定 資 産 25,298 27.8 23,978 25.5 1,319 

建 物 7,789  7,544  245 
構 築 物 939  902  36 
機 械 及 び 装 置 9,529  7,393  2,136 
車 両 及 び 運 搬 具 21  19  2 
工 具 ・ 器 具 及 び 備 品 684  721  △    36 
土 地 5,999  6,120  △   121 
建 設 仮 勘 定 333  1,276  △   943 

2. 無 形 固 定 資 産 1,301 1.5 714 0.8 586 
商 標 権 287  －  287 
ソ フ ト ウ ェ ア 980  678  301 
そ の 他 33  35  △    2 

3. 投 資 そ の 他 の 資 産 15,123 16.6 14,202 15.1 920 
投 資 有 価 証 券 6,457  6,598  △   141 
関 係 会 社 株 式 6,342  3,194  3,148 
出 資 金 23  20  3 
長 期 貸 付 金 7  －  7 
更 生 債 権 等 38  59  △    20 
長 期 前 払 費 用 294  117  177 
前 払 年 金 費 用 －  1,389  △  1,389 
繰 延 税 金 資 産 360  1,129  △   769 
保 険 積 立 資 産 505  610  △   105 
敷 金 803  800  2 
そ の 他 462  469  △    6 
貸 倒 引 当 金 △  173  △  186  13 

資 産 合 計 90,915 100.0 94,038 100.0 △  3,123 
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（単位：百万円） 

当  期  末 前  期  末 

（2003.3.31現在） （2002.3.31現在） 
増 減 期   別  

 
科   目 

金 額 構成比 金 額 構成比 金 額 

（ 負 債 の 部 ）  ％  ％  

Ⅰ 流  動  負  債 30,493 33.5 29,859 31.8 633 

 支 払 手 形 3,165  2,693  471 

 買 掛 金 10,056  9,560  495 

 短 期 借 入 金 350  250  100 

 未 払 金 8,433  7,154  1,278 

 未 払 費 用 196  161  34 

 未 払 法 人 税 等 25  279  △   254 

 未 払 消 費 税 等 13  120  △   106 

 前 受 金 3  6  △    2 

 預 り 金 80  203  △   123 

 前 受 収 益 29  39  △    10 

 賞 与 引 当 金 1,454  1,497  △    43 

 設 備 関 係 支 払 手 形 761  533  228 

 繰 延 ヘ ッ ジ 利 益 5,873  7,257  △  1,383 

 そ の 他 51  100  △   49 

Ⅱ 固  定  負  債 17,504 19.3 20,716 22.0 △  3,212 

 転 換 社 債 14,541  14,541  － 

 退 職 給 付 引 当 金 1,371  5,659  △  4,287 

 役 員 退 職 慰 労 引 当 金 356  339  17 

 受 入 敷 金 407  146  260 
 そ の 他 827  30  796 

負 債 合 計 47,997 52.8 50,575 53.8 △  2,578 

（ 資 本 の 部 ）      

Ⅰ 資 本 金 4,772 5.2 4,772 5.1 － 

Ⅱ 資 本 剰 余 金 8,520 9.4 8,520 9.0 － 

 資 本 準 備 金 8,520  8,520  － 

Ⅲ 利 益 剰 余 金 28,867 31.8 29,449 31.3 △   581 

 利 益 準 備 金  1,193  1,193  － 

 任 意 積 立 金       

 特 別 償 却 準 備 金 103  126  △    22 

 固 定 資 産 圧 縮 積 立 金 247  261  △    13 

 株 式 消 却 積 立 金 3,256  3,256  － 

 ト マ ト 翁 記 念 基 金 50  50  － 

 退 職 給 与 積 立 金 175  175  － 

 配 当 準 備 積 立 金 330  330  － 

 別 途 積 立 金 21,810  21,810  － 

 当 期 未 処 分 利 益 1,701  2,247  △   545 

Ⅳ その他有価証券評価差額金  765 0.8 723 0.8 42 

Ⅴ 自 己 株 式 △   8 △ 0.0 △   2 △ 0.0 △    5 

資 本 合 計 42,918 47.2 43,462 46.2 △   544 

負 債 ・ 資 本 合 計 90,915 100.0 94,038 100.0 △   3,123 
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（２）損益計算書 
                                  （単位：百万円） 

当     期 前     期 

(2002.4.1～2003.3.31)  (2001.4.1～2002.3.31) 
増 減 期   別  

 
科   目 金  額 百分比 金  額 百分比 金  額 増減率 

   ％  ％  ％ 

Ⅰ 売 上 高 135,743 100.0 134,009 100.0 1,734 1.3 

Ⅱ 売 上 原 価 64,397 47.4 63,504 47.4 892 1.4 

 売 上 総 利 益 71,345 52.6 70,504 52.6 841 1.2 
        

Ⅲ 販 売 費 及 び一般管理費 67,241 49.6 64,568 48.2 2,673 4.1 

 営 業 利 益 4,104 3.0 5,936 4.4 △1,831 △ 30.9 
        

Ⅳ 営 業 外 収 益 639 0.5 729 0.6 △   89 △ 12.3 

 受 取 利 息 20  64  △  44  

 有 価 証 券 利 息 10  14  △   4  

 受 取 配 当 金 224  206  17  

 賃 貸 収 入 220  225  △   5  

 為 替 差 益 －  108  △  108  

 雑 収 入 164  109  54  
        

Ⅴ 営 業 外 費 用 1,018 0.8 534 0.4 483 90.4 

 支 払 利 息 0  1  △   0  

 社 債 利 息 79  79  －  

 賃 貸 原 価 256  198  58  

 為 替 差 損 134  －  134  

 輸 入 雑 損 失 431  178  252  

 雑 支 出 115  76  38  

 経 常 利 益 3,726 2.7 6,131 4.6 △2,405 △ 39.2 
        

Ⅵ 特 別 利 益 1,123 0.8 33 0.0 1,090 3,301.0 

 貸 倒 引 当 金 戻 入 額 8  31  △  22  

 固 定 資 産 売 却 益 433  2  431  

 投 資 有 価 証 券 売 却 益 82  －  82  

 退職給付制度改定特別利益 600  －  600  
        

Ⅶ 特 別 損 失 4,002 2.9 4,019 3.0 △  16 △  0.4 
 固 定 資 産 処 分 損  207  284  △  77  
 投 資 有 価 証 券 売 却 損 0  38  △  37  
 投 資 有 価 証 券 評 価 損  661  2,896  △2,235  
 ゴ ル フ 会 員 権 評 価 損  13  161  △  147  
 た な 卸 資 産 廃 棄 損 867  638  229  
 退職給付制度改定特別損失 2,251  －  2,251  
        

 税 引 前 当 期 純 利 益  847 0.6 2,145 1.6 △1,298 △ 60.5 
 法人税、住民税及び事業税 43  1,380  △1,336  
 法 人 税 等 調 整 額 562  △  322  885  

 当 期 純 利 益 240 0.2 1,088 0.8 △  847 △ 77.9 
 前 期 繰 越 利 益 1,461  1,158  302  

 当 期 未 処 分 利 益 1,701  2,247  △  545  
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（３）利益処分案 
（単位：百万円） 

項          目 当    期 前    期 増 減 

Ⅰ 当 期 未 処 分 利 益 1,701 2,247 △ 545 

Ⅱ 任 意 積 立 金 取 崩 額    

 特 別 償 却 準 備 金 取 崩 額 45 52 △  7 

 固定資産圧縮積立金取崩額 11 13 △  2 

 合          計 1,758 2,313 △ 554 

これを次のとおり処分いたします。 

Ⅲ 利 益 処 分 額 

   

 株 主 配 当 金 772 772 △  0 

  （1株につき10円） （1株につき10円）  

 取 締 役 賞 与 金 － 50 △  50 

 任 意 積 立 金    

 特 別 償 却 準 備 金 40 29 11 

 固 定 資 産 圧 縮 積 立 金 127 － 127 

 固定資産圧縮特別勘定積立金 77 － 77 

Ⅳ 次 期 繰 越 利 益 740 1,461 △ 720 

 

（注）１．特別償却準備金の取崩額及び積立額、固定資産圧縮積立金の取崩額及び積立額並びに固定

資産圧縮特別勘定積立金の積立額は、租税特別措置法の規定に基づくものであります。 

２． 株主配当金は、自己株式に対する配当金を除いております。 
当期自己株式数  9,209株     前期自己株式数   2,451株 

３．１株当たり配当金の内訳 
           当  期     前  期 

普通配当      10円       10円 
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（４）重要な会計方針 
 

１．有価証券の評価基準及び評価方法 

子会社及び関連会社株式 移動平均法による原価法 

満 期 保 有 目 的 の 債 券 償却原価法（定額法） 

そ の 他 有 価 証 券  

 時 価 の あ る も の 決算日の市場価格等に基づく時価法（評価差額は全部資本直入法によ

り処理し、売却原価は移動平均法により算定しております。） 

 時 価 の な い も の 移動平均法による原価法 

 

２．デリバティブの評価基準及び評価方法 時価法 

 

３．たな卸資産の評価基準及び評価方法 総平均法による低価法 

 

４．固定資産の減価償却の方法 

有形固定資産  定率法 

 ただし、１９９８年４月１日以降取得した建物（建物附属設備を除く）に

ついては、定額法によっております。 

 なお、主な耐用年数は、以下のとおりであります。 

 建    物  ３～５０年 

 機械及び装置  ２～１５年 

無形固定資産  定額法 

なお、自社利用のソフトウェアについては、社内における利用可能期間  

（５年）に基づく定額法によっております。 

 

５．引当金の計上基準 

(1)貸倒引当金 

売掛金等債権の貸倒れによる損失に備えるため、一般債権については貸倒実績率により、貸

倒懸念債権等特定の債権については個別に回収可能性を検討し、回収不能見込額を計上してお

ります。 

 

(2)賞与引当金 

従業員に対する賞与支給に備えるため、当期に負担すべき支給見込額を計上しております。 

 

(3)退職給付引当金 

従業員の退職給付に備えるため、当期末における退職給付債務及び年金資産の見込額に基づ

き、当期末において発生していると認められる額を計上しております。 

なお、数理計算上の差異は、その発生時の従業員の平均残存勤務期間以内の一定の年数 

（１７年）による定額法により、翌年度から費用処理しております。 

 

(4)役員退職慰労引当金 

役員の退職慰労金の支出に備えるため、内規に基づく期末要支給額を計上しております。 
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６．リース取引の会計処理の方法 

リース物件の所有権が借主に移転すると認められるもの以外のファイナンス・リース取引につい

ては、 通常の賃貸借取引に係る方法に準じた会計処理によっております。 

 

 ７．ヘッジ会計の方法 

ヘッジ会計の方法 繰延ヘッジ処理によっております。 

 ただし、為替予約等が付されている外貨建金銭債権債務について

は、振当処理を行っております。 

ヘッジ手段とヘッジ対象  

ヘッジ手段 為替予約 

ヘッジ対象取引 外貨建予定取引 

ヘッジ方針 ヘッジ対象の範囲内で、将来の為替相場の変動によるリスクを回避

する目的でのみヘッジ手段を利用する方針であります。 

 

８．消費税等の会計処理の方法 

税抜方式によっております。 

 

（会計方針の変更） 

 

１．自己株式及び法定準備金取崩等に関する会計基準 

当期から「企業会計基準第１号 自己株式及び法定準備金の取崩等に関する会計基準」（２００２

年２月２１日  企業会計基準委員会）を適用しております。 

この変更に伴う損益に与える影響は軽微であります。 

 

２．１株当たり当期純利益に関する会計基準等 

当期から「企業会計基準第２号 １株当たり当期純利益に関する会計基準」（２００２年９月２５日 

企業会計基準委員会）及び「企業会計基準適用指針第４号 １株当たり当期純利益に関する会計基

準の適用指針」（２００２年９月２５日 企業会計基準委員会）を適用しております。 

この変更に伴う影響は軽微であります。 

 

３．貸借対照表 資本の部の表示 

財務諸表等規則の改正により、当期における貸借対照表の資本の部については、改正後の財務諸

表等規則により作成しております。なお、前期についても改正後の表示区分に組替えております。 
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（追加情報） 

 

 退職給付会計 

(1)確定拠出年金導入 

      当社は、確定拠出年金法の施行に伴い、２００２年８月に退職一時金制度の一部、適格年金

制度及び企業独自の厚生年金基金の上乗せ部分について確定拠出年金制度へ移行し、「企業会

計基準適用指針第１号 退職給付制度間の移行等に関する会計処理」（２００２年１月３１日 

企業会計基準委員会）を適用しております。 

     本移行に伴う影響額は、特別損失として２,２５１百万円計上されております。 

 

(2)厚生年金基金解散 

     当社の厚生年金基金は、２００２年８月に代行部分を返上し、解散いたしました。 

     解散に伴う影響額は、特別利益として６００百万円計上されております。 
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（貸借対照表注記） 
（単位：百万円） 

 当 期 末 前 期 末 
１．会社が発行する株式の総数 279,150,000株 279,150,000株 

発行済株式の総数          普通株式 77,250,279株  77,250,279株 
   ただし、定款の定めにより、株式の消却が行われた場合には、会社が発行する株式について、

これに相当する株式数を減ずることとなっております。 
    

２．自己株式の数     普通株式 9,209株 2,451株  
 

３．有形固定資産の減価償却累計額  42,649 40,679  

   

４．関係会社に対する資産及び負債   

区分掲記されたもののほか、次のものがあります。  
売 掛 金 119 113  
前 渡 金 577 571  
短 期 貸 付 金 2,130 1,745  
未 収 入 金 0 26  
敷 金 303 305  
買 掛 金 38 26  
短 期 借 入 金 350 250  
未 払 金 926 893  
設 備 関 係 支 払 手 形 2 166  
受 入 敷 金 67 68  

 

５．債権の一部譲渡による売掛金の減少額 9,444  9,024  

 
６．偶発債務（債務保証） 

従業員の金融機関からの借入、㈲世羅菜園の銀行借入及びカゴメ物流サービス㈱の未払債務に対
して連帯保証をしております。 

従 業 員 住 宅 資 金 借 入 74 109 
㈲ 世 羅 菜 園 銀 行 借 入 377 392 
カゴメ物流サービス㈱未払債務 16 20 

   

７. 配当制限 
商法第２９０条第１項第６号に規定する資産に時価を付したことにより増加した純資産額は、次 

  のとおりであります。 
 765 － 
   

８．期末日満期手形  
   期末日満期手形の会計処理については、手形交換日をもって決済処理をしております。 
  なお、前期末の末日が金融機関の休日であったため、次の期末日満期手形が期末残高に含まれて

おります。 
受 取 手 形  － 103 

   

９.当座貸越契約及びコミットメント契約   

当座貸越極度額及び     

貸出コミットメントの総額  32,700  32,700 
借 入 実 行 残 高  －  － 

差 引 額  32,700 32,700 
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（損益計算書注記） 

（単位：百万円） 
 当 期 （百分比） 前 期 （百分比） 
１．販売費及び一般管理費の主要な費目及び金額     

販 売 手 数 料 4,698 （3.5％） 4,629 （3.5％） 

販 売 促 進 費 31,416 (23.1％) 28,940 (21.6％) 

広 告 宣 伝 費 5,377  5,725  

運 賃 ・ 保 管 料 7,936 （5.8％） 7,757 （5.8％） 

取 締 役 報 酬 225  251  

監 査 役 報 酬 41  40  

給 料 ・ 賃 金 5,293  5,161  

賞 与 引 当 金 繰 入 額 989  1,019  

退 職 給 付 費 用 393  506  

役 員 退 職 慰 労 引 当 金 繰 入 額 47  147  

減 価 償 却 費 747  756  

販 売 費 に 属 す る 費 用 の 割 合    85％ 84％ 
一 般 管 理 費 に 属 す る 費 用 の 割 合 15％ 16％ 

※百分比は、売上高に対する割合   
   
２．研究開発費の総額 2,085  1,957  

     
３．営業外収益に含まれる関係会社との取引     

受 取 利 息 14  47  
受 取 配 当 金 118  119  
賃 貸 収 入 181  182  
雑 収 入 6  6  

     
４．営業外費用に含まれる関係会社との取引     

支 払 利 息 0  0  
雑 支 出 84  27  

     
５．固定資産売却益の内訳     

建 物 12  －  
機 械 及 び 装 置 －  0  
土 地 420  2  

 
６．固定資産処分損の内訳     

建 物 84  56  
構 築 物 23  2  
機 械 及 び 装 置 66  217  
車 両 及 び 運 搬 具 0  0  
工 具 ・ 器 具 及 び 備 品 9  5  
土 地 20  －  
無 形 固 定 資 産 ・ そ の 他 2  －  
長 期 前 払 費 用 －  2  

     
７．ゴルフ会員権評価損の内訳     

減 損 処 理 額 －  35  
貸 倒 引 当 金 繰 入 額 13  126  
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（リース取引関係） 
 

リース物件の所有権が借主に移転すると認められるもの以外のファイナンス・リース取引 

1．リース物件の取得価額相当額、減価償却累計額相当額及び期末残高相当額 

（単位：百万円）

    当 期 末 前 期 末 増 減 

 取 得 価 額 相 当 額 5,071 5,180 △  108 

 減価償却累計額相当額 2,678 2,534 144 

 期 末 残 高 相 当 額 2,392 2,645 △  253 

 

 

２．未経過リース料期末残高相当額 

（単位：百万円）

    当 期 末 前 期 末 増 減 

 １ 年 内 1,133 1,083 49 

 １ 年 超 1,547 1,676 △  128 

 合 計 2,680 2,759 △   78 

 

 

３．支払リース料、減価償却費相当額及び支払利息相当額 

（単位：百万円）

    当 期 前 期 増 減 

 支 払 リ ー ス 料 1,363 1,348 14 

 減価償却費相当額 1,150 1,170 △   19 

 支 払 利 息 相 当 額 210 192 17 

 

４．減価償却費相当額の算出方法 

リース期間を耐用年数とし、残存価額を零とする定額法によっております。 

 

５．利息相当額の算出方法 

リース料総額とリース物件の取得価額相当額との差額を利息相当額とし、各期への配分

方法は、利息法によっております。 

 

 

（有価証券関係） 

 前期（自 ２００１年４月１日 至 ２００２年３月３１日）及び当期（自 ２００２年４月１日 至 ２００３

年３月３１日）のいずれにおいても子会社株式及び関連会社株式で時価のあるものはありません。 
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（税効果会計に係る注記） 
 

１．繰延税金資産及び繰延税金負債の発生の主な原因別の内訳 （単位：百万円）

 
   当  期 前 期 
 繰延税金資産（流動） 賞与引当金損金算入限度超過額 498  400 
  未払事業税否認額 －  25 
  確定拠出年金移行に伴う未払金(短期) 167  － 
  その他 186  58 

  合   計 852  484 
 繰延税金負債（流動）との相殺 △  163  － 

 繰延税金資産（流動）の純額 688  484 
        

 繰延税金負債（流動） 未収事業税 58  － 
  その他 105  － 

  合   計 163  － 
 繰延税金資産（流動）との相殺 △  163  － 

 繰延税金負債（流動）の純額 －  － 
        

 繰延税金資産（固定） 退職給付引当金損金算入限度超過額 －  1,441 
  退職給付信託設定額 613  633 
  役員退職慰労引当金否認額 143  141 
  ソフトウェア費用 272  276 
  確定拠出年金移行に伴う未払金(長期) 324  － 
  その他有価証券時価評価差額 173  － 
  その他 118  157 

  合   計 1,646  2,649 
 繰延税金負債（固定）との相殺 △ 1,286  △  1,520 

 繰延税金資産（固定）の純額 360  1,129 
     
 繰延税金負債（固定） 退職給付信託設定益 171  177 
  前払年金費用 －  577 
  その他有価証券時価評価差額 690  515 
  特別償却準備金 66  73 
  固定資産圧縮積立金 245  176 
  退職給付引当金取崩超過額認定損 60  － 
  その他 51  － 

  合   計 1,286  1,520 
 繰延税金資産（固定）との相殺 △ 1,286  △  1,520 

 繰延税金負債（固定）の純額 －  － 
 

２．法定実効税率と税効果会計適用後の法人税等の負担率との差異の原因となった主な項目別の内訳 
   当  期 前 期 
 財務諸表提出会社の法定実効税率 41.6％  41.6％ 
 （調  整） 住民税均等割額 5.9  2.3 
  交際費等永久に損金に算入されない項目 20.1  8.2 
  受取配当金等永久に益金に算入されない項目 △  3.7  △  2.2 
  その他  7.7  △  0.6 

 税効果会計適用後の法人税等の負担率 71.6％  49.3％ 

     
  繰延税金資産及び繰延税金負債の計算に使用した法定実効税率は、前期41.6％、当期の流動区分

41.6％、固定区分40.3％であります。この税率の変更により繰延税金資産の金額及び当期純利益は28
百万円それぞれ減少しております。 
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14．役 員 の 異 動 
 
 

別紙のとおりです。 
 


